
評価項⽬ 評価基準（評価基準） 上限配点 ⽐重
0.0%

2-E-1 検査体制

2-E-2 神経画像検査の体制

医療相談室の配置
（地域型は必須）

国や市の要綱で定める体制があるか

⑦⾏動・⼼理症状を主たる理由とした場合の対応及び⼊院件
数

認知症の専⾨医療相談、鑑別診断、
⼊院に関する⼗分な実績があるか。

2-B-2

Ｃ 専⾨医療相談体制

2-D-2 ②専⾨職の体制

国や市の要綱で定める体制があるか

2-C

Ｄ ⼈員体制

2-D-1
①医師の体制（専任の⽇本⽼年精神医学会か⽇本認知症学会
の定める専⾨医⼜は認知症疾患の鑑別診断等の専⾨医療を主
たる業務とした５年以上の臨床経験を有する医師の配置）

Ｆ ⼊院治療体制

2-F-1
認知症疾患の⾏動・⼼理症状と⾝体合併症に対する急性期⼊
院治療を⾏うことができる⼀般病床及び精神病床の有無

認知症疾患医療センターとして認知症
疾患の⾏動・⼼理症状と⾝体合併症に
対する急性期⼊院治療を効果的に⾏う
ことができるか

3-4

4-2

4-1

②当事者等によるピア活動や交流会への⽀援

③初診までの待機⽇数

④認知症の鑑別診断の件数（軽度認知障害を含む）

⑤鑑別診断における総合的評価の実施

⑥⾝体合併症を主たる理由とした場合の対応及び⼊院
件数

①診断後の認知症の⼈や家族に対する相談⽀援

3-2

3-3

３ 地域連携機能

3-1
①院内の連携体制（院内の多職種の連携体制に関する
取組）
②かかりつけ医、認知症サポート医、専⾨医療機関、
医師会等との連携

③認知症医療・介護に関する連携の推進

④認知症患者の個別⽀援に向けた区役所、地域包括⽀
援センター、ケアマネジャー等との連携や調整

地域の認知症医療・介護連携のため
に主体的に取り組まれているか。

2-B-1 ①認知症診療に対応する診療科

横浜市認知症疾患医療センター運営事業委託 評価基準票（公表⽤）

１ 医療機関の概要

２ 専⾨医療機関としての機能

Ａ 認知症疾患医療センターとしての組織・⼈員体制

Ｂ 認知症診療体制

国や市の要綱で定める体制があるか

①認知症に関する医療相談の件数（電話及び⾯接相
談）

H-7

Ｅ 検査体制

国や市の要綱で定める体制があるか

H 専⾨医療相談、鑑別診断、⼊院に関する実績

H-1

H-6

H-4

H-5

H-2

H-3

2-F-2

Ｇ 他医療機関との連携体制

認知症疾患の⾏動・⼼理症状に対する急性期⼊院治療を⾏う
ことができる病床が確保できない場合の対応⽅法

②認知症に関する相談員（精神保健福祉⼠、保健師
等）の関り

63

33

18

38.9%

20.4%

11.1%
診断後の認知症の⼈や家族に対する
相談⽀援や、当事者等によるピア活
動や交流会への⽀援に取り組んでい
るか。

４ ⽇常⽣活⽀援機能

②認知症専⾨外来の有無



7-1 相談室の配置

7-2 若年性認知症⽀援コーディネーターの資質向上

7-3

保健師、看護師、精神保健福祉⼠、社会福祉⼠、介護
福祉⼠の国家資格を有する者等(要件１)で、若年性認
知症の⼈に対する相談や⽀援等の実務経験を有する者
等(要件２)の配置

7-4
若年性認知症⽀援コーディネーターが不在の場合の⽀
援体制

7-5 相談⽀援内容

7-6 医療関係者との連携

7-7
介護・福祉・保健（⾏政・地域包括⽀援センター含
む）との連携

7-8 産業保健分野（企業等）との連携

7-9 若年性認知症⾃⽴⽀援ネットワーク会議の開催

7-10 若年性認知症⽀援従事者研修の開催

7-11 本⼈ミーティングやつどい等の居場所への⽀援

7-12 若年性認知症の普及啓発

7-13 若年性認知症の本⼈発信⽀援

7-14 64歳以下の鑑別診断件数

7-15 若年性認知症に関する相談員の関わり

7-16 若年性認知症に関する制度や社会資源等の情報提供

障害者雇⽤に関する取組およびワー
クライフバランスに関する取組がさ
れているか。

合計 162 100%

3

6 3.7%

９ 障害者雇⽤及びワークライフバランスにおける取組について

これまでの実績や病院の機能・役割
等を⽣かしたアピールポイントや取
組意欲があるか。

6-2

８ その他

②認知症の理解促進に向けた普及啓発（地域住⺠や介
護者等（市⺠）向け）

７ 若年性認知症⽀援コーディネーター

1.8%

認知症の普及啓発に関する取組を
⾏っているか。

６ 認知症の情報発信及び市⺠向け普及啓発

6-1

5-2

5-3

５ ⼈材の育成

認知症疾患医療センターの指定を受けるにあたっての
アピールポイント

①地域住⺠や介護者、関係機関等に対する認知症医療
の情報発信

②かかりつけ医等地域の医療従事者及び介護職員（⽀
援者）向け研修会の開催
③他の関係機関（区役所、医師会等）が実施する研修
への協⼒（講師派遣等）

認知症⽀援に関る⽀援者の認知症の
対応⼒向上を図るために主体的に取
り組まれているか。

5-1
①院内の⼈材育成（院内の認知症医療に係る専⾨性の
向上に向けた取組）

若年性認知症⽀援コーディネーター
として、効果的な取り組みを⾏える
か

※若年性認知症⽀援コーディネー
ターへの意向実施を⽰した者の評価
にのみ使⽤。

21
13.0%

18 11.1%


